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「第１８回経営・経済動向調査」結果について 

 

 大阪商工会議所と関西経済連合会では、会員企業の景気判断や企業経営の実態につい

て把握するため、四半期ごとに標記調査を共同で実施している。今回は５月下旬から６

月初旬に 1,866 社を対象に行い、うち 461 社から回答を得た（有効回答率 24.7％）。 

 

【調査結果の特徴】 

１ 国内景気について ～２四半期ぶりのプラス、先行きに期待感～ 

  平成 17 年４～６月期の国内景気は、17 年１～３月期と比べ、「上昇」とみる企業が

20.3％と「下降」（11.1％）を上回り、BSI は 9.2。前期（▲10.0）から増加し、２四半

期ぶりのプラスになった。先行きについても明るい見通しを持っている経営者が多い。 

 

２ 自社の業況について ～今年後半には好転～ 

自社の業況については、４～６月期の BSI が▲1.1 と２四半期連続で水面下に転じる

ものの、今年後半には好転する見通しをもっている経営者が多い。 

 

３ 投資についての動向調査 ～地元重視の姿勢が窺える  

  今回の付帯設問では｢投資｣についてアンケート調査を行った。今後の投資地域とし

て｢関西圏｣の回答割合が27.1％と最も多く、次いで｢東京圏｣の21.0％、｢中国｣の18.4％

の順番となった。投資理由として、｢関西圏｣では｢交通手段等の利便性｣、｢東京圏｣で

は｢市場規模｣、｢中国｣では｢市場成長性｣の回答割合が最も多い結果となった。投資内

容として、｢関西圏｣では｢製造拠点｣、｢東京圏｣では｢販売拠点｣、｢中国｣では｢製造拠点｣

の回答割合が最も多い結果となった。 

 
 

 以 上 

 

 

【お問合先】（社）関西経済連合会 経済・経営グループ（大谷・壺井）  

℡（０６）６４４１－０１０２ 



平成 17 年６月 23 日 

 

第 18 回経営・経済動向調査 

(社)関西経済連合会 

大 阪 商 工 会 議 所 
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概  要 

 

 
１．調査対象 

関経連、大商の会員企業 １，８６６社 

 

２．調査時期 

２００５年５月２３日～６月３日 

 

３．調査方法 

調査票の発送、回収ともＦＡＸによる 

四半期ごとに実施 

 

４．回答状況 

４６１社 

有効回答率：２４．７％ 

 

 

    今回調査に関するお問い合わせ先 

（社）関西経済連合会  経済･経営グループ 大谷・壷井 ＴＥＬ：06-6441-0102
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１．国内景気 

・ ４～６月期の実績見込を１～３月期と比べると、「上昇」（「大幅に上昇」「やや上

昇」の合計、以下同じ）とみる回答は 11.4％から 20.3％に増加した。一方、「下降」
（「大幅に下降」「やや下降」の合計、以下同じ）とみる回答は 21.4%から 11.1%に
減少した。これらの結果として、BSI（「上昇」回答割合－「下降」回答割合、以下

同じ）は、▲10.0から 9.2に増加し、２四半期ぶりにプラスに回復した。 
・ 先行きについては、７～９月期の BSI が 12.9、10～12月期が 28.2となり足元と比
べて増加している。前回調査（３月）では３か月後、半年後の先行きがそれぞれ

5.5、15.7 であったことと比較すると増加しており、今年後半の国内景気の見通し
については明るい見方が多くなっている結果となった。 

・ 製造業、非製造業、いずれにおいても国内景気の先行きについて、明るい見方が多

くなっている結果となった。 
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２．自社業況 
(1) 総合判断 

・ 自社業況の総合判断については、４～６月期の実績見込を１～３月期と比べると、 

BSI は▲3.0から▲1.1となりマイナスの状態ではあるが、改善の兆しが見られる。
一方、先行きについては、７～９月期の BSI が 11.0、10～12 月期の BSI が 19.9
となった。前回調査では、３か月後、半年後の先行きが 3.2、16.5であったことと
比較すると増加しており、今年後半の自社業況については、好転する見方が多くな

っている結果となった。 

・ 製造業、非製造業別でも、共通して好転する見方が多くなっている。 
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 (2) 個別判断 
・生産・売上高については、４～６月期は「増加」が 21.3%と「減少」の 27.7%を下
回った。今後の先行きについては、７～９月期では｢増加｣が 25.5％と｢減少｣の
14.4％を上回り、10～12 月期でも｢増加｣が 29.7%と、｢減少｣回答の 14.6％を上回
っており、今年後半には改善する見方が多い結果となった。 

 

・ 製・商品の価格については、４～６月期は「上昇」は 12.4％と、「下降」の 12.7％ 
とほぼ同水準の結果となった。今後の先行きについては｢ほぼ不変｣の回答が増加す

る結果となった。７～９月期では｢ほぼ不変｣の回答が 79.1％、10～12月期でも｢ほ
ぼ不変｣の回答が 78.7％と今年後半の製・商品の価格は安定する見方が多くなる結
果となった。 
 

・ 経常利益については、４～６月期は「増加」が 17.8％と、「減少」の 32.3％を下回
ったものの、今後の先行きについては、７～９月期では｢増加｣が 22.0%と、｢減少｣
の 21.1%を上回った。10～12 月期でも｢増加｣が 25.9％となり｢減少｣の 18.8％を上
回っており、生産、売上高と同様に今年後半には改善する見方が多い結果となった。 

 

・ 雇用判断については、４～６月期は「過剰」が 10.0%と、「不足」の 11.5％を下回
る結果となった。今後の先行きについては、７～９月期では｢過剰｣が 8.5％と、｢不
足｣の 10.0％を下回っており、10～12 月期でも｢過剰｣が 6.8％と｢不足｣の 11.8％を
下回っており、過剰感が払拭された結果となった。 

 

・ 製・商品在庫については、４～６月期は「過剰」が 15.4％と「不足」の 3.5％を上
回る結果となった。今後の先行きについては、依然過剰感が残るものの、次第に適

正化していく結果となった。 

 

・ 資金繰りについては、「ほぼ不変」との回答が先行きも含め９割近くを占め、前回

と同様の見方となっている。 
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全体集計結果 
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３．投資活動の動向について 

⑴今後の投資を考えている地域（回答を１つ選択） 

・ ｢関西圏｣（2府 4県）の回答割合が 27.1％と最も多く、次いで｢東京圏｣（1都 3県）の
21.0％、｢中国｣の 18.4％、｢その他の日本国内｣の 8.5％が続く結果となった。 

  

中  国, 18.4

日本国内, 8.5

ASEAN諸国, 3.5

欧  州, 1.1

北  米, 0.7

インド, 0.2

ロシア, 0.2

中  東, 0.0

その他, 2.6

無回答, 16.7

東京圏, 21.0

関西圏, 27.1

    

⑵((1)で回答した)地域を重視する理由（回答は２つまで選択） 

① (1)で｢関西圏｣と回答した企業は、｢交通手段等の利便性｣が 32.8％と最も多く、次い
で、｢技術集積｣の 24.0％、｢市場規模｣の 22.4％が続く結果となった。 

その地域を重要視する理由（関西圏）
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② (1)で｢東京圏｣と回答した企業は、｢市場規模｣が 89.7％と最も多く、次いで、｢市場成
長性｣の 48.5％、｢優秀な労働力｣の 6.2％が続く結果となった。 

その地域を重要視する理由（東京圏）
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③ (1)で｢中国｣と回答した企業は、｢市場成長性｣が 67.1％と最も多く、次いで、｢市場規
模｣の 47.1％、｢低廉な労働力｣の 28.2％が続く結果となった。 
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 7

⑶投資の内容(回答を１つ選択） 

①(1)で｢関西圏｣と回答した企業は、｢製造拠点｣が 31.2％と最も多く、次いで｢販売拠点｣
の 30.4％、｢物流拠点｣の 11.2％が続く結果となった。 

 

投資を行う内容（関西圏）
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②(1)で｢東京圏｣と回答した企業は、｢販売拠点｣が 66.0％と最も多く、次いで｢物流拠点｣
の 7.2％、｢製造拠点｣の 6.2％が続く結果となった。 

 

投資を行う内容（東京圏）
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③(1)で｢中国｣と回答した企業は、｢製造拠点｣が 55.3％と最も多く、次いで｢販売拠点｣の
28.2％、｢物流拠点｣の 3.5％が続く結果となった。 

投資を行う内容（中国）

28.2

3.5

2.4

2.4

7.1

1.2

55.3

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 

製造拠点

販売拠点

物流拠点

原材料調達拠点

研究開発拠点

その他

無回答

 

 
 

以 上 
 


